
(R3.4)

支部保管

65歳超雇用推進助成金(高年齢者無期雇用転換コース)
提出書類チェックリスト【無期雇用転換計画書】

受付番号 ※機構で記入 事業主名 :合同会社ライズ

※申請に当たつては、下記の内容に準じてA4用紙で番号順に揃えた上で、本チェックリストの提出書類欄に必要事項を記入し、
右端の事業主欄にレ点でチェックを入れてください。
また、チェックした原本(正 )1部とそのコピー1部 (①⑥⑦

`ま

2部 )と併せて計2部 ((XX)|ま計3部 )を提出してください。
※以下の①～⑩の順に揃えた上で提出してください。

※ 網掛け部分は該当する場合に提出

提 出 書 類 事業主 機構

① 無期雇用転換計画書(無期様式第 1号 )
原本1部

写し2部
無期様式第 1号 (1)(2)

M
□

□

□

②登記事項証明書(写 )等 写し2部

登記事項証明書 (履歴事項全部証明書(写))
法人格がない団体の場合は定款

個人事業主の場合は、所得税申告書 (写 )又は開

業届等(写 )

※登記事項証明書は計画申請日より前3か月以内に発

行されたのもの

団
□

定年及び継続雇用制度が確認できる労働

③協約又は労働基準監督署に届け出た就業

規則等 (写 )

写し2部
無期雇用転換計画書提出日の前日における全て

の労働協約又は就業規則(写 )
団

写し2部
65歳までの確保措置を、基準該当者を対象とす

る継続雇用制度により講じている期間がある場合 □
□

無期雇用転換制度が確認できる規程(写 )

④

写し2部

無期雇用転換計画書提出日の前日における

労働協約(写 )、 就業規則(写 )

(手引き23頁④参照)

③の就業規則等で規定している場合、改めての提出不

要

写し2部 社内での周知が確認できる通知文書 (写 ) □ □

⑤雇用保険適用事業所設置届事業主控(写 ) 写し2部
雇用保険適用事業所設置届事業主控(写)又は

雇用保険事業主事業所各種変更届事業主控(写 )

のうち 最新のもの

団

⑥雇用保険適用事業所一覧表(補助様式2)
原本¬部

写し2部

複数の雇用保険適用事業所又|ま労働保険番号を

有する場合に提出

(事業所が複数の都道府県にまたがる場合も含

む )

□ □

⑦
「支給要件確認申立書」(65歳超雇用推進助

成金)共通要領 様式第 1号

原本1部

写し2部 共通要領 様式第1号 (R3_4.1改 正)
団

③
高年齢者雇用管理に関する措置を確認す

る書類
写し2部

無期様式第¬号(2)に記載した措置内容が確認で

きる書類 (手引き 10買参照)
画

⑨ その他記載事項を確認する書類 必要に応じて提出を求めたもの □ □

⑩ 委任状(原本) 原本1部 代理人による申請を行う場合提出

|

1労

使協定書(写 )

□

□ □

□ □
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今和3年 6月 3日

えがお社労士オフィス

油原 信 様

独立行政法人高齢 。障害 。求職者雇用支援機構

東京支部 高齢・障害者窓ロサービス課

北村 光生
¬=130-0022

東京都墨田区江東橋2-19-12

墨田公共職業安定所 5階

TEL  03-5638-2284

FAX  03-5638-2282

「65歳超雇用推進助成金 (高年齢者無期雇用転換コース)」
受理に関する書類の送付について

拝啓 貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。
平素は当支部の業務に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

65歳超雇用推進助成金(高年齢者無期雇用転換コース)無期雇用転換計画書

を受理いたしました。 事業主様の控を、送付いたします。
ご査収くださいますようお願いいたします。

※申請日 今和 3年 5月 31日   受付番号 ∪-03-0015

提出された書類の内容を当機構本部で審査します。今後、照会等で問い合わせ

をさせていただくことが有るかと思いますので何卒宜しくお願いします。

以 上
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無期様式第 1号 (1)

65歳超雇用推進助成金 (高年齢者無期雇用転換コース)無期雇用転換計画書

65歳超雇用推進助成金 (高年齢者無期雇用転換コース)の計画の認定を受けたいので、

裏面留意事項を承諾のうえ関係書類を添付し計画申請します。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構理事長 殿

メ薄闘蛙

み′電登
0316: 8
ザ! 1,

*受付霞→号 U―θ2-00′ζ

1

2申請事業所
※上記 1 てヽ してください

3

③雇用保険適用

事業番号数
1個

②主たる事務所の雇用

保険適用事業所番号
C提出年月日 令有Ю年5月 31日

フリガナ ゴウト
代表社員 楠山 茂

合同会社ライズ

C代表者
職名“氏名

④事業主の

名称

⑥主たる事務

所の所在地 〒177-∝晰 東京者絲東馬区石神井台8-1← 11 電話番号 03-6912-1∝ 2

介護事業億  1万円
③常時雇用す

る労働1黎散
3人
⑨主たる事業

の内容

①錯鰯腰 1:中小企業

2:大企業

(1～ 2

⑩産業分類

(中癬 )

8

1:小売業(飲食店を含む)
2:卸売業
3:サービス業
4:その他の業種

(1～4から選択)

65歳
(二)労使協1定に基づく
基準に該当する者
継続雇用年齢

歳(イ)導入年月日 蜆
イ

、
５
．

昭和 城

年

■

３

(口 )定年

年齢
∞ 歳

|ヽ)希望者全員

継続雇用年齢

⑫現在の定年

年齢等

[1キャリアアップ勁成金(正社員{ヒコース、障害者工社員イじン=ス )

□障害者雇用安定助成金(障害害謬副覇部額鰤
ニス③正規・無麟園勢

口その他(                      )

⑬本助成金の

計画申請回

数

1回
①他の助成金等の

受給(申諭の有無
有

⑮⑭で有の場合、

助成金等の名称

フ:ガナ ②雇用保険適用

事業所番号
①事業所の名

称
乃け ④事業所責任者

職名・氏名

③事業所の所

在地 T 穣醒滑

①無期雇用転換

計画期間
令和 3年 8月  1日

令和 8年  7月 31日

②転換制度規程

(名 稀 1_州動絲|
3.その他(
○ 群翻11

)

(周知方,ガ 2.配 1付   3、 イントラネット

4.その他( )

(導入した規則名及び条項)就業朔瞑ll第 11条の2

続 行 日)昭和,平成。
(菫)
3年 5月  1日 (実施時期)毎月1日

(届 出 日) 帥・撤(置) 3年 5月 28日 C痺轟奥予定人数 2人

事業所担当者

提出代行者

事務代理者

代理人

職名 代表社員 氏名  楠山 茂 電話番号 03-6912-1位 2

輩ヽ讐■1馨,・ 割射曝諸
・イ切里人 )※いず也かを選択

住所 〒176-∞13東京都練馬区豊玉中23-16

職名 社会保陰労務士   氏名  油原 信 電話番号 0∞ -78節 -62∞

※処理欄

計画認定日 令和 年 月 日

計画認定番号

シヤラ′

′ヤ

②資本金の額
又は出資の
総額
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無期様式第 1号 (2)

4 高年齢者の雇用管理に関する措置内容

(1) の選任

(2)雇用管理措置
① 高年齢者の雇用管理に関する措置内容について、実施した措置の内容及び実施方法にOを記入してく
ださい。 (複数選択可)

措置の内容
実施方法

単 発 規則等

a職業能力の開発及び向上のための教育訓練の実施等

b作業施設・方法等の改善

○ c健康管理、安全衛生の配慮 ○

d職域の拡大

e知識、経験等を活用できる配置、処遇の推進

f賃全体系の見直し

g勤務時間制度の弾力化

規則等による実施の場合は以下に具体的な規則名と規定している条文番号を記入してください。

社 による実施の場合は規程そのものを添付し、以下に周知方法を記載してください。

② 導入 (実施)時期
令和 3年 5  月   1  日

具体的な内容

④ 55歳以上の措置対象者 (単発で実施した場合のみ記入してください)

※名簿等による資料の提出でも可

氏名 楠山 茂 役職 代表社員 配置日 令和  3年  5 月  1 日

内規程を掲示し、周知した。

高年齢者雇用管理に関する措置 (内規)を定め、高年齢者への健康管理・安全衛生の配慮として以下の措置を行う事
とする。
(1)年 1回の健康診断の結果を参考に、高年齢者雇用推進者は各人ごとに健康上の問題点 (持病など)を把握し、
長時間労働などで健康を害することの無いよう高年齢者に働きかける。
(2)月 1回の社内全体ミーティングを開催し、高年齢者の就労環境上問題点があれば、高年齢者雇用推進者に問題
点を報告し、問題を解決していく体制を整える。
(3)高年齢者が希望した場合に、歯周疾患検診および骨粗継症検診を会社全額費用負担により行う制度を導入す
る。

対象者氏名 年齢 対象者氏名 年齢 対象者氏名 年齢

※必 手引きに さ て い て してく さ い 。
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履歴事項全 部証 明書

東京都練馬区石神井台八丁目16番 11号
合同会社ライズ

* 下線のあ るものは抹
'Fヽ

事項 であ ることを示す。 1/2

会社法人等番号 0116-03-000882

商  号 合同会社ライズ

本  店 東京都練馬区石神井台八丁 目 16番 11号

公告をする方法 官報に掲載してする

会社成立の年月日

目 的 1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

診療所及び医療施設の運営

介護保険法に基づ く地域密着型サービス事業

介護保険法に基づ く介護予防支援事業

介護保険法に基づ く介護予防 。日常生活支援総合事業

介護保険法に基づ く第 1号生活支援事業

介護保険法に基づ く居宅サービス事業・居宅介護予防サービス事業

介護保険法に基づ く居宅介護支援事業・居宅介護予防支援事業

障害者総合支援法に基づ く障害福祉サービス事業

障害者総合支援法に基づ く特定相談支援事業

障害者総合支援法に基づ く一般相談支援事業

児童福祉法に基づ く障害児通所支援事業

一般乗用旅客自動車運送事業

不動産業

損害保険代理業及び生命保険の募集・仲介に関する業務

柔道整復師、鍼灸、あん摩マッサージ師の施術所の経営

スキューバダイビングの指導及び器材の販売、 リースに関する業務

医療用具・健康グッズの企画及び販売に関する業務

医療事業・介護事業の企画、コンサルティング、相談に関する業務

スポーツトレーニング及び健康 トレーニングの指導に関する業務

芸能タレント・スポーツ選手・インス トラクターの養成及びマネージメ

ント

イベン トの運営企画

上記に附帯する一切の業務

平成 28年 11月 15日 変更  平成 28年 11月 16日 登記

2

21
22

資本金の額 金 1万円

社員に関する事項 業務執行社員  楠  山  茂

業務執行社員  楠 山 志 津 江 平成 24年  7月 17日 加入

平成 24年  7月 17日 登記

整理番号 ヌ278518

一一一一

ゐ箋 多

平成 20年 4月 8日
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就業規則 (変更)届

令 和    3   年   5   月  28  日

池 4獅/ 労働基準監督署長 殿

今回、別添のとおり当社の就業規則を鋼美:・ 変更いたしましたので、

意見書を添えて提出します。

主な変更事項

条文 改  正  前 改  正  後

発イア木
ヽ
ヽ
ン
十
氏

ｆ

ｌ
ヽ 碇薦たナ神1度

」

労働 保険番号
訴轄 管轄 墓 幹 番 号 枝 番 号 被一橋事業番号

3 0 9 7 0 0 0 0

ふ  り

事 業
が

場

な

ノも′
:イコ

ごうどうがいしゃらいず

合同会社ライズ

所  在  地 各東為メル濤特98-|卜 || 電譲θ3_′η/2_/′ 22

使 用者職 氏名 楠山 茂

業種・労働者数
業 全 体 |十 人

7人のみ

「
|

ヒ

前回届出から名称変更があれば旧名称

また、住所変更もあれば旧住所を記入。

ヽ
―
Ｉ
Ｊ

静ζう首∫存 1軍
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意  見  書

令和 3 年 夕む 日

代表 社 員 楠 |」 1 茂
殿

令和  3 年 4`月  〕ひ 日付を 1)っ て意見を求められた就業規則案

について、下記のとおり意見を提出します。

特 にあ りませ ん。

コ
Ｌ
舌
，

労働組合の名称又は労働者の過半数を代表する者の

労働者の過半数を代表する者の選出方法 (

職名崎多,る 、
氏名 入 ■イ後』L
投票による

穣
二Ｆ
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_ユ"ト

就

合同会社ライズ ‐35.28

事業所名

所 在 地

事業所名

所 在 地

ライズ・リハビリ デイサービス
東京都練馬区石神井台8-16-11

高萩リハビリデイサービス

埼玉県日高市高萩 1141番 地 1

毯 善
‐」h‐
‐‐」b‐‐

⌒
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3 

 

 

第７条（試用期間） 

１．新たに採用した者については採用の日から２ケ月間の試用期間を設ける。ただし、会社が適

当と認めるときは試用期間を設けないことや、会社が必要と認めるときは試用期間を延長する

ことがある。 

２．試用期間中または試用期間満了の際、引き続き社員として勤務させることが不適当であると 

 認められる者については、本採用は行なわない。 

３．試用期間は勤続年数に通算する。 

 

第８条（雇用期間） 

１．この規則における正社員の雇用期間は、定年退職までは無期雇用とする。 

２．この規則における契約社員およびパート社員の雇用期間は、１年を超えない範囲で契約する

ものとし、原則毎年４月１日から１年間（年の途中で採用された場合は、その日の属する年度

の末日まで）とする。 

３．前項の契約期間において、良好な成績で勤務したときは、引き続き１年を超えない範囲で雇

用することとし、以下同様とする。 

 

 

第３章   異  動 

 

第９条（異 動） 

１．会社は社員に対し業務上必要がある場合は、就業場所もしくは従事する職務の変更または応

援勤務を命ずることがある。 

２．社員は、正当な理由なく前項の人事異動を拒むことはできない。 

 

第 10条 (正規雇用への転換) 

１．勤続６ヶ月以上の契約社員およびパート社員で、本人が希望する場合は、随時、正規雇用に

転換させることがある。 

２．転換させる場合の要件及び基準は次のとおりとする。 

  ① 正社員と同様の勤務時間・日数が可能な者 

  ② 所属長の推薦があり、責任者による面接試験の評価で合格した者  

 

第 11条（無期雇用への転換） 

１．勤続６か月以上の契約社員およびパート社員で、本人が希望する場合は、随時、無期雇用社

員に転換させることがある。 

２．転換させる場合の要件及び基準は、次のとおりとする。 

① 所属長の推薦があり、責任者による面接試験の評価で合格した者 

 

第 11条の２（５０歳以上高齢者の無期雇用への転換） 

１．平成 25年 4月 1日以降に締結された契約に係る期間が通算 5年以内かつ勤続 6か月以上で満

50歳以上の有期契約社員で、本人が希望する場合は、無期雇用に転換させることがある。 

２．転換時期は、毎月 1日とする。 

３．所属長の推薦のある者に対し、面接および筆記試験を実施し、合格した者について転換させ

ることとする。 

４．無期雇用転換後の定年年齢及び継続雇用年齢は、本則第４１条１項のとおりとする。 

 

 

第４章   就業時間、休憩時間、休日、休暇および休職 
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共通要領 様式第 1号 (R3.4.1)

支給要件確認申立書 (65歳超雇用推進助成金 )

事業主記載事項 ※ 1 確認欄
1 法人名 :合同会社ライズ 法人番号 17011603000882 年 月 日確認

確認者2 事業所名称 :合同会社ライズ

3 雇用保険適用事業所番号 : 1309-620686-9

○ 以下の 4から 15までの事業活動等に係る状況について、「はい」「いいえ」のどちらかを○
で囲んでください。後述の「記載にあたつての留意点」の内容を了解した上でご回答下さい。

・ 4から15までについて

・「いいえ」がある場合の該当番号

薔  1′ い` え

4 平成 31年 3月 31日 以前に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又
は支給決定の取り消しを受けたことがない、又は受けたことがあるが、当該不支給決定日又

は支給決定取消日から3年を経過している。

5 平成 31年 4月 1日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又
は支給決定の取り消しを受けたことがない、又は受けたことがあるが、当該不支給決定日又

は支給決定取消日から5年を経過している。

6 平成 31年 4月 1日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給に関与した役員等が
いない。

7 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納
がない。

8 支給申請日の前日から起算して過去 1年において、労働関係法令違反により送検処分を受
けていない。

9 風俗営業等関係事業主でない。
10① 事業主若しくは事業主団体 (以下「事業主等」という。)又は事業主等の役員等が、暴カ
国員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第 77号。以下「暴力団対策法」

という。)第 2条第2号に規定する暴力団又は第 2条第 6号に規定する暴力団員でない。

② 役員等が、自己、自社若しくは第二者の不正の利益を図る目的又は第二者に損害を加え
る目的をもつて、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていない。

③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給せず、又は使宜を供与しないな
ど直接的あるいは積極的に暴力国の維持、運営に協力をせず、若しくは関与していない。

④ 役員等が、暴力国又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして
いない。

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していない。
11 ‐事業主等又は事業主等の役員等が、破壊活動防止法第4条に規定する暴力主義的破壊活動

を行っていない又は行う恐れがある団体等に属していない。

12 倒産していない。

13 雇用関係助成金について不正受給を理由に支給決定を取り消された場合、機構が事業主名

等を公表することに承諾する。

14 役員等の氏名、役職及び生年月日が記載されている別紙「役員等一覧」又は同内容

の記載がある書類を添付している。

15 「雇用関係助成金支給要領」に従うことに承諾する。

は い

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

L

η 裏面にも記載事項があります。
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高年齢者雇用管理に関する措置 (内規)

第 1条 (総則 )
この内規は、       (以 下「会社」という)の 55歳以上の社員について、高年齢者
雇用管理に関する措置について定めたものである。

第 2条 (目的)
高年齢者が意欲と能力がある限り年齢に関わりなくいきいきと働ける社会を構築していくため

に、高年齢者の活用促進のための雇用環境整備を行うことを目的とする。

第 3条 (適用範囲 )
この内規は、正社員、契約社員、パー ト社員を含む 55歳以上の全社員に適用する。

第 4条 (健康管理・安全衛生の配慮)
高年齢者への健康管理 。安全衛生の配慮として以下の措置を行 う事とする。

(1)年 1回の健康診断の結果を参考に、高年齢者雇用推進者は各人ごとに健康上の問題点 (持
病など)を把握し、長時間労働などで健康を害することの無いよう高年齢者に働きかけ
る。

(2)月 1回の社内全体ミーティングを開催し、高年齢者の就労環境上問題点があれば、高年
齢者雇用推進者に問題点を報告し、問題を解決 していく体制を整える。

(3)高年齢者が希望した場合に、歯周疾患検診および骨粗愁症検診を会社全額費用負担によ
り行 う制度を導入する。

第 5条 (内規の改定)
高年齢者の職場での健康管理・安全衛生に関する問題が職場で発生した際には、都度措置の見

直しを行い内規の改定を行うこととする。

付則

この規程は、令和 3年 5月 1日 より施行する。
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